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地方踏切道改良協議会
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・踏切道の改良計画の作成、実施に関すること。
・踏切道の災害時管理方法の作成、実施に関すること。
・踏切道の指定に向けた必要な協議。
・その他の踏切道の改良の促進に関し必要な協議。

等

○踏切道の対策を進めていくには、地域の実情に応じて、多様な関係者が緊密に連携して取り組
むことがより一層重要。

○踏切道改良促進法に基づき、鉄道事業者及び道路管理者が、地方運輸局、地方整備局、都道府県知
事、市町村長などの関係者を構成員として、踏切道の改良の促進に関し必要な協議を行うための組織

地方踏切道改良協議会について
目的・概要

・地方整備局長
・地方運輸局長
・鉄道事業者
・道路管理者
・都道府県知事
・地域の関係者 等

構成員

地域課題踏切
(未指定)

カルテ踏切
(未指定)

災害時踏切
(未指定)

災害時指定
踏切

・協議会は、踏切道ごとに設置することを
基本とするが、

・都道府県単位や特定の鉄道会社の路
線単位等、一定エリアにおける複数の
踏切道をまとめて、

・線的・面的に一体的な協議を行うことも
可能
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○○県 踏切道改良協議会 合同会議イメージ

主な協議内容

踏切道改良協議会合同会議

踏切道改良検討会

・未指定のカルテ踏切等の法指定に向けた具体的な検討を行うため、合同会議の下部組織として踏切道改良検討会の設置が可能。 2



地域課題踏切
(未指定)

カルテ踏切
(未指定)

災害時踏切
(未指定)

災害時指定
踏切

カルテ踏切(未指定)

地域課題踏切
(未指定)

踏切道改良協議会の体制

合同会議

（趣旨）

・未指定のカルテ踏切や地域
課題踏切の法指定に向けた
進捗管理

・法指定後の改良計画の作成及び
実施、災害時管理方法の作成に
関し必要な協議

・評価に当たっての意見聴取
・踏切に係る情報提供 など
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R3.6指定数
181箇所

R3.4指定数
93箇所約90箇所約900箇所

○○県△△地域 踏切道改良検討会
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改良検討会

（趣旨）

・未指定のカルテ踏切の
法指定に向けた具体的検討 など

・・・

※地域課題踏切（未指定）及び
災害時踏切（未指定）に
ついても地域の意見を踏まえ、
改良検討会で議論可能

・個別協議を要する指定踏
切道は、適宜、地方踏切道
改良協議会で議論可能
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○○県□□地域 踏切道改良検討会

カルテ踏切(未指定)

（全国踏切個所数）

災害時踏切
(未指定)
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○○県 踏切道改良協議会 合同会議
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踏切道の改良後の評価
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踏切道の改良後の評価

○改良後の踏切道の交通量や踏切事故の発生状況等について、道路管理者・鉄道事業者が適切に
評価・検証し、必要に応じて追加的な対策を実施。

①交通量、事故発生状況、その他安全かつ円滑な交通
の確保に関する状況

②法指定基準の該当の確認

改良後の評価項目

○改良後、概ね１年以内
※ただし、事故多発踏切については、１年以内に暫定的な
評価を実施し、５年後に再度評価を実施

評価の実施時期

〇評価結果は「踏切道安全通行カルテ」に記載し、
１年に１度、公表

○評価結果は国土交通大臣に届出

評価結果の公表等

指 定
＜国土交通大臣＞

改良計画の作成
＜道路管理者・鉄道事業者＞

課題のある踏切

改良後の評価
＜道路管理者・鉄道事業者＞

改良の実施
＜道路管理者・鉄道事業者＞

改良の方法の決定
＜道路管理者・鉄道事業者＞

必要に応じて
追加対策

踏切道改良促進法のスキーム
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評価制度のポイント

〇評価手法は公共事業の事後評価手法等に準拠し、踏切改良後の交通量等の状況の変化要因等を調
査・分析するともに、指定基準の該当について確認。

〇必要に応じて、地方協議会を活用し、地域課題踏切等の評価について事業者以外の意見を聴取。

○交通量、事故発生状況、その他安全かつ円滑な交通の確保に関する状況
の調査および分析

→評価手法は、公共事業の事後評価手法・項目（効果の発現状況、改善措
置の必要性等）に準拠

○指定基準の該当の確認
→協議会を活用し、地域課題踏切等の評価について必要に応じて事業者以

外の意見を聴取し、評価に反映。

評価手法

○改良の完了後、遅滞なく
→構造改良等（道路側対策）の竣工、保安設備（鉄道側対策）の設置の後、

概ね１年以内（ただし、事故多発踏切については、１年以内に暫定的な評
価を実施し、５年後に再度評価を実施）

評価の実施時期

○指定踏切道毎（ただし、連続立体交差事業は複数の踏切道を纏めて評価
することも可能）

評価単位

法 指 定 基 準

○自動車ボトルネック踏切

○歩道狭隘踏切

○事故多発踏切

○通学路要対策踏切

○遮断機が未設置

○歩行者ボトルネック踏切

○高齢者等対策踏切

道
路
側
対
策
（
立
体
交
差
化
・
構
造
改
良
等
）

○支障報知装置が未設置

○移動等円滑化要対策踏切

○地域課題踏切

カルテ基準
（5年毎の踏切実態調査に基づき該当を確認）

鉄
道
側
対
策
（
保
安
設
備
）

○開かずの踏切

〇評価結果は踏切カルテに記載し、公表

その他
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評価制度のポイント

〇評価結果は踏切カルテの下段に必要事項を記入
〇地域課題踏切も同様
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